
山都町公告第４４号 

 

条 件 付 一 般 競 争 入 札 公 告 

 

次のとおり、条件付一般競争入札を実施するので公告します。 

令和７年１２月１０日 

 

山都町長 坂本 靖也 

 

１ 入札に付する事項 

（１）件    名  防災備蓄品購入 

（２）品目及び数量  別紙「仕様書」に定めるとおり 

（３）納 入 場 所  熊本県上益城郡 山都町 地内  

（３）納 入 期 限  令和８年３月１９日（木） 

（４）そ の 他 

ア この入札は、持参により行う入札とする。 

イ この入札は、入札後落札候補者の競争参加資格の審査を行う事後審査型入札である。 

ウ この入札は、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 96 条に規定する議会の議決を要する契約 

に該当するため、落札者決定後、落札者との間で仮契約を締結し、議会の議決後本契約となる。な 

お、議会の議決を得られなかった場合、山都町長は、この仮契約に基づく一切の責任を負わない。    

２ 入札参加資格 

入札に参加できる者は、公告の日から契約の日までの間、次に掲げる要件を全て満たしている者で、

別添仕様書に定める内容を履行できること。 

（１）熊本県内に本店又は支店（営業所）を置く者であること。 

（２）本件調達物品（仕様条件を満たすもの）を納入することができる者であること。 

（３）公告日より起算し過去１０年以内に国又は地方公共団体との間において、「防災備蓄品を目的とした

契約」で、複数品目の納品について 2 件以上誠実に履行した実績があること。但し、町内に事業所

を有する者においては条件としない。 

 

３ 入札等担当部局 

区分 担当部局 電話番号等 住所 

入札担当 山都町役場 

総務課 監理係 

TEL 0967-72-1111 

FAX 0967-72-1080 

〒８６１－３５９２ 

熊本県上益城郡山都町浜町６番地 

契約・調達担当 山都町役場 

総務課 防災係 

TEL 0967-72-1111 

FAX 0967-72-1080 

〒８６１－３５９２ 

熊本県上益城郡山都町浜町６番地 

 



４ 入札日程 

入札手続等  期間・期日等 場所・留意事項等 

仕様書の閲覧及び

配布 

公告日から 

令和 8 年 1 月 9 日（金）まで 

山都町ホームページに掲載する 

質問書の提出 公告日の翌日から 

令和 7 年 12 月 23 日（火）まで 

 

３の入札担当へ原本を持参又は郵送（一般郵便又

は簡易書留）によること（必着） 

併せて入札担当宛にメール送信すること 

（E-mail アドレスは所定の質問書様式に記載） 

質問に対する回答

の閲覧 

質問書を受理した日の翌日か

ら起算して 5 日（休日等は含ま

ない）以内の日から 

令和 8 年 1 月 9 日（金）まで 

山都町ホームページに掲載する 

入札期間 令和 7 年 12 月 15 日（月）から 

令和 8 年 1 月 9 日（金）まで 

入札書を３の入札担当部局へ持参すること 

開札 令和 8 年 1 月 13 日（火） 

午前 10 時 00 分から 

熊本県上益城郡山都町浜町６番地 

〒８６１－３５９２ 

山都町役場２階 会議室２－２ 

入札者は、開札参加届出書（様式第２号）を持参

のうえ参加することができる。（参加は任意） 

※落札候補者決定。落札者保留。 

競争参加資格確認

申請書等提出 

令和 8 年 1 月 13 日（火）から 

令和 8 年 1 月 14 日（水）まで 

３の入札担当部局へ持参すること 

落札者決定通知 令和 8 年 1 月 15 日（木） 

（予定） 

落札者決定通知による（郵送） 

入札結果の公表 令和 8 年 1 月 15 日（木） 

（予定） 

山都町ホームページによる公表 

競争参加資格がな

いと認めた理由の

説明要求 

競争参加資格確認通知日の翌

日から起算して 5 日（休日等を

含まない）以内。 

令和 8 年 1 月 22 日（木）まで 

（予定） 

３の入札担当部局へ持参すること 

上記要求に対する

回答 

上記要求期間の最終日の翌日

から起算して 7 日以内。 

令和 8 年 1 月 29 日（木）まで 

（予定） 

書面による回答（郵送） 

 



５ 入札・開札等 

（１） 入札書（様式第１号）の提出方法は、次のとおりとする。 

 ア 落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の１０に相当する額を加算し 

た金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた金額）を落札価格とす 

るので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、 

見積もった契約希望金額の１１０分の１００に相当する金額を入札書に記載すること。 

イ 入札書は、記名押印の上で封筒に入れて封印し、３の入札担当部署へ持参すること。 

ウ 封筒は二重封筒を使用し、入札書を中封筒に封入し、表に提出先、開札日時、件名及び履行場所を記

入し、併せて「入札書在中」と朱書きすること。また、裏側には入札者の住所及び商号又は名称を記

載することとし、貼付部分を入札書に使用した代表者印で封印すること。 

エ 外封筒には中封筒を封入し、表に提出先、開札日時、件名及び納入場所を記入し、併せて「入札書在

中」と朱書きすること。また、裏側には入札者の住所及び商号又は名称を記載することとし、貼付部

分を入札書に使用した代表者印で封印すること。 

（２）入札書受付期限までに入札者が 1 者の場合（以下「1 者入札」という。）でも、有効なものとして入

札を執行する。  

（３）予定価格は非公表とし、最低制限価格は設けていない。 

（４）開札に参加しようとする者で、当日に代理人（代表者以外）を立ち会わせるときは、開札立会委任状

（様式第３号）を提出しなければならない。 

６ 入札保証金 

  免除する。 

７ 入札の無効 

次に該当する入札は、無効とする。 

ア 入札公告に示した競争参加資格のない者のした入札 

イ 資格審査申請書若しくは資格審査資料に虚偽の記載をした者のした入札 

ウ 入札に関する条件に違反した入札 

８ 競争参加資格確認申請手続 

（１）落札候補者は、次に掲げる競争参加資格確認申請書類（以下「申請書類」という。）を提出しなけれ

ばならない。 

ア 競争参加資格確認申請書（様式第４号） 

イ 国税、本社及び支店等（支店等で申請している場合）のある県税の未納がない証明書の写し、及び本

社及び支店等（支店等で申請している場合）がある市町村税の未納がない証明書の写し（証明書の交

付日付は、開札日から起算して直近３ヵ月以内のものに限る。） 

ウ 同種業務の実績調書（様式第５号） 

エ ２の第３号に係る契約書の写し及び条件を満たす契約であることを判断できる書類（仕様書等のうち、

当該部分が記載されている箇所の写し等）又は施設の所有者が発行する履行証明書等を提出すること。 

オ 登記簿謄本（履歴事項全部証明書）の写し。ただし、開札日から起算して直近３ヵ月以内のものに限

る。 



（２）競争参加資格確認申請受付 

ア 受付期間：令和８年１月１３日（火）から令和８年１月１４日（水）まで 

イ 受付場所：山都町役場 総務課 監理係 

（３）申請書類は、受付期間に受付場所に持参又は郵送にて提出しなければならない。 

（４）申請書類を郵送にて提出する場合は、次の方法によること。 

ア 申請書類は、一般書留郵便、簡易書留郵便又は特定記録郵便のいずれかの方法により、郵送すること。 

イ 申請書類は、提出期限までに必着とする。 

（５）競争参加資格の結果通知 

競争参加資格があると認めた場合は、落札者決定通知を、競争参加資格がないと認めた場合は、競争

参加資格確認通知書をいずれも令和８年１月１５日（木）までに郵送で通知する。 

９ 競争参加資格がないと認めた者に対する理由の説明について 

（１）競争参加資格がないと認められた者は、上述の結果を通知した日の翌日から起算して５日（休日等

は含まない）以内に、山都町長に対して競争参加資格がないと認めた理由について説明を求めること

ができるものとする。 

（２）競争参加資格がないと認められた者が説明を求める場合には、総務課監理係へ書面を持参するもの

とし、郵送又は電送によるものは受け付けないものとする。 

（３）第１項の説明を求められたときは、原則として、同項の競争参加資格がないと認めた理由について

説明を求めることができる最終日の翌日から起算して７日以内に、説明を求めた者に対し、書面によ

り回答するものとする。 

１０ 入札結果の公表 

入札結果は、落札者の決定後遅滞なく公表するものとし、山都町ホームページに掲載する。 

１１ 契約に関する事項 

（１）契約書は、作成するものとする。 

（２）契約保証金については、山都町財務規則第 70 条による。 

１２ その他 

（１）落札決定後、本契約となるまでの間において、当該落札者が 2 入札参加資格に掲げる事項のいずれ

かに該当しなくなった場合には、当該契約を締結しないことがあり、これにより本契約に至らなかっ

た場合においても、議会の議決が得られなかった場合と同じく、仮契約の相手方に対していかなる責

任も負わないものとする。 

（２）契約の手続において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 

（３）本公告に記載する日時、日数、期間については、山都町の休日を定める条例（平成 17 年条例第 2 号）

第１条第１項に規定する休日（以下「休日」という。）を含まず、入札公告に時間が指定されていない

場合は、午前 9 時から午後 5 時（午前 12 時 00 分から午後 1 時 00 分を除く）までとする。 

（４）入札参加者は、山都町競争契約入札心得を遵守すること。 

 

 

 



様式第１号 

 

入  札  書 

 

 

 
 

 

  件 名 

 

  品目及び数量 

 

  納 入 場 所 

 

  山都町競争契約入札心得その他関係規定を承諾のうえ入札します。 

 

                            令和  年  月  日 

 

                      住   所 

 

                      商 号 又 は  

                      名   称 

 

                      代表者氏名             ㊞ 

 

  山都町長  様 

 

 （備考） 

  １ 入札金額の有効数字直前に￥を付すこと。 

  ２ 入札金額は、見積もった契約希望金額の１１０分の１００に相当する金額を記載すること。 

 

 

 

金 額 

十 億 千 百 十 万 千 百 十 円 

          



様式第２号 

 

開札参加届出書 
   

令和  年  月  日 

 

山都町長      様 

 

住   所              

 

商 号 又は   

名   称              

 

代表者氏名            ㊞ 

 

 

 

下記の案件にかかる開札に立会いを希望するので届け出ます。 

 

記 

 

 

  件 名 

 

  品目及び数量 

 

  納 入 場 所 

 

                         

 

 

※ 代理人に委任するときは、開札立会委任状（様式第３号）を提出してください。 

 

  



様式第３号 

 

開札立会委任状 
 

令和  年  月  日 

 

山都町長     様 

 

住   所 

 

                        商 号 又 は 

                        名   称 

 

                        代表者氏名             ㊞ 

 

                        代 理 人             ㊞ 

 

 

 私は、上記の者を代理人と定め、令和８年１月１３日執行の下記案件に対する開札の立会に関する一

切の権限を委任いたします。 

 

 

記 

 

 

 

  件 名 

 

  品目及び数量 

 

  納 入 場 所 

 

  



様式第４号 

 

競争参加資格確認申請書 
   

令和  年  月  日 

 

山都町長      様   

住   所 

               

商 号 又は 

名   称 

   

代表者氏名           ㊞ 

令和７年１２月１０日付けで入札公告のありました下記案件に係る資格審査について確認されたく、資

料を添えて申請します。 

 なお、地方自治法施行令第１６７条の４の規定に該当するものでないこと、山都町物品等事後審査型一

般競争入札公告共通事項書及び令和７年１２月１０日付けの入札公告に記載の入札参加資格要件を全て満

たしていること並びにこの申請書及び添付書類については、事実と相違ないことを誓約します。 

 

記 

 

 件  名 

 

 添付書類（ 有 ・ 無 ） 

 

注 提出部数は１部とする。 

  



様式第５号 

同種業務の実績調書 
 
                （件 名                    ） 
 

社名                     
 

実績 その１  

 件 名  

 
発 注 者 名  

 
契 約 金 額  

 
契 約 期 間 年   月   日 ～ 年   月   日 

 

契 約 の 概 要 

 
 
 
 
 
 

実績 その２  

 件 名  

 
発 注 者 名  

 
契 約 金 額  

 
契 約 期 間 年   月   日 ～  年   月   日 

 

契 約 の 概 要 

 
 
 
 
 
 

 
１ 国又は地方公共団体との間で「防災備蓄品を目的とした契約」を締結し、すべて誠実に履行して

いる実績を記載すること。  
２ 履行を証明するものを添付すること。（契約書の写し及び条件を満たす契約であることを判断でき

る書類（仕様書等のうち、当該部分が記載されている箇所の写し等）又は施設の所有者が発行す

る履行証明書等） 


